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　　職員の給与と職員定数は、国や他の地方公共団体の状況を考慮して、条例で定められています。

　　1　職員数の状況

（1）第３次定員適正化計画の内容

（2）第３次定員適正化計画の実施状況

職員数

増 減

職員数

増 減

職員数

増 減

　　２　人件費の状況

（1）平成１７年度と平成１８年度一般会計決算額の比較

　※人件費は、職員の給与、常勤特別職（市長等）の給与、非常勤特別職（議員、各種委員）の報酬の合計です。

(2)人件費決算額の推移（一般会計・過去５年間）

(億円）

H14 H15 H16 H17 H18

352人

内　　　　容

※退職手当除く
※平成14年度と平成18年度人件費決算額の比較（△10億円・△23％）

33億7,282万円

△ 81人

区　　　　　分

△0.9%

増減数
平成17年4月1日
職　　 員　　数

平成22年4月1日
目 標 職 員 数

増減率

416人

△ 17人

普 通 会 計

公 営 企 業 会 計 等

△ 15人

人　　件　　費　　（B）

　※地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含みますが、臨時または非常勤職員は除きます。

804人

計

平成18年度

　病院の透析部門の拡充や介護保
険の業務増により、この２年間では
若干の増員となっています。

452人

取　組　事　項

38億687万円

774人

△ 30人△ 15人

△ 16人

取　組　状　況計

　田川市における人事行政の運営等の状況について

　公営企業会計等の部門では、経
営改善の視点から、定員適正化を
推進しています。

433人

職　　　員　　　数

△17.9％

△4.5％

　2年間で36人を削減し、計画の進
捗率は44.4％となっています。

　普通会計部門では、平成17年度
からの5年間で81人（17.9％）の職
員削減を目標としており、県下でも
極めて高い削減率で、定員適正化
を推進しています。

371人

336人

増　　　　減平成17年度

14.5%

12.7%

34億8,917万円

6人2人

356人 358人

4人

区　　分

△ 36人

普 通 会 計

△ 19人

公 営 企 業
等 会 計

352人

平成17年

39億8,392万円

274億3,285万円 279億1,881万円

平成19年平成18年

452人

4億8,596万円
（1.8％）

△1億7,706万円
（△4.4％）

△1億1,634万円
（△3.3％）

△0.6%

歳　出　総　額　　（A）

　定員適正化の推進によ
る職員数削減や給与水準
の引下げ等により、人件費
（退職手当を除く）は、前
年度と比較して3.3％の減
となっています。また、人
件費率は0.6％下がりまし
た。

人件費決算額の推移

789人

退 職 手 当 を 除 く
人 件 費 率 (C/A ）

12.1%

13.6%

退 職 手 当 を 除 く
人 件 費 （ C ）

人件費率　(B／A）

10
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30
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43.7

39.4
37.7

34.9 33.7



　　３　職員の給与の状況

（１）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

６月期 １．６０月分

１２月期 １．７５月分

計 ３．３５月分

※三役については、条例上の給料の市長１０％、副市長・教育長５％の減額措置中です。

（３）職員手当の状況(平成19年4月１日現在)

　　　　　持　　　　家 　　　2,500円 　　　2,500円（新築・購入から５年間）

　　　　　借　　　　 家 　　　20,000円を限度として支給

（注）１８年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

左に同じ

13,000円

１人につき6,000円

千円

３３．５０月分

なし

なし

４７．５０月分

4,516 千円

田　　　川　　　市

期 末 手 当 の
支 給 割 合

報 酬

副 市 長

議　 　長

副 議 長

議　 　員

市　   長

通 勤 手 当

住 居 手 当

退 職 手 当 の
支 給 割 合 等

扶 養 手 当

期 末 手 当
勤 勉 手 当
の 支 給 割 合

その他の加算措置

職制上の段階、職務
級等による加算措置

計

勤続２０年

６月期

１２月期

　職制上の段階による加算措置　有

教 育 長

　　　　　４４５,０００円

区　　　　　　分

市　 　長

給 料

　　　　　５１２,０００円

議　　 員 　　　　　４１５,０００円

　　　　　６２０,３５０円

338,361円

　　　　　８１０,０００円

325,724円

田　川　市

40歳7月

平均給料月額

一　般　行　政　職

平均年齢

（勧奨の場合）
定年前早期退職

特例措置(2～20％加算)

24,281

勧奨のみ

41歳11月

　　　　　６９３,５００円

区　　　　　分

副 市 長

議　 　長

副 議 長

左に同じ

　　　自宅から勤務箇所まで、24,500円を
　　　限度として支給

　　　27,000円を限度として支給

左に同じ

　　　55,000円を限度として支給

　　　自宅から勤務箇所まで、5,500円を
　　　限度として支給

左に同じ

０．７２５月分　

０．７２５月分　

１．４５月分　

有

４１．３４月分

５９．２８月分

５９．２８月分最高限度額

勤続３５年

勤続２５年

５９．２８月分

配　 偶　 者

配偶者以外

退職時特別昇給

１人当り平均
支給額 （注）

バス・汽車利用者

自家用車使用者

なし

教 育 長

給　　料　　月　　額　　等

（２）三役及び議員等の報酬の状況

国

区　　分

国

３０．５５月分

自己都合

２３．５０月分

勤勉手当

１．６０月分

勧奨・定年

１．４０月分

期末手当

３．００月分



（単位：千円）

増減額（B-A)

△42,074
（△42.3%）

平成17年度

手当の種類（手当数）

支給対象地域

田　　川　　市

特 殊 勤 務 手 当

地 域 手 当

6
　清掃衛生作業員手当
　社会福祉主事手当
　税務職員手当

支　給　率 備　　　　考

代表的な手当の名称

0.5％

○時間外手当支給額の推移（一般会計・過去５年間）

※行革（人件費削減）の一環で、時差出勤の
推進や各種の工夫により鋭意抑制を図って
きました。
　平成18年度の時間外勤務手当額について
は、大雨・台風災害、新システム導入関連業
務など一過性の時間外勤務を除けば、対前
年度比は減となっています。

時間外勤務手当 57,34354,17663,55675,599

平成16年度平成15年度平成14年度(A)

5.8%△14.8%△15.9%△24.0%

99,417

平成18年度(B)年 度

手 当 額

対前年度増
減率（％）

　行革（人件費削減）の一
環で、平成20年度から廃
止します。

備　　　　考

　行革（人件費削減）の一
環で、対象・支給額など
の抜本的見直しを行いま
した。

57,343千円
54,176千円

63,556千円

75,599千円

99,417千円

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度



職員の勤務条件その他の勤務条件の状況 

１ 勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間 １週間の勤務時間
8：30 17：00 12：00～12：45 12：45～13：00 38 時間 45 分 
職場などにより、上記と異なる場合があります。 

２ その他の勤務条件 

⑴ 休暇 

休暇の種類 事由 期間 
年次有給休暇  一の年ごとにおける休暇 年２０日 

結核性疾患の場合 １年 病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要がある場

合 その他の負傷又は疾病の場合 90 日
職員の結婚休暇  結婚する場合  ６日の範囲内  
産前･産後休暇 ６週間以内に出産する予定である場合又は

出産した場合  
産前６週間（多胎妊娠の場合にあっ

ては、１４週間）、産後８週間 
妻の出産休暇  妻の出産に伴い勤務しないことが相当であ

る場合 
３日の範囲内  

子の看護休暇  小学校就学前の子を養育する職員が、その
子を看護する場合 

一の年において５日の範囲内 

忌引 職員の親族が死亡した場合  親族に応じ１日から１０日  
夏季休暇 夏季における心身の健康の維持増進又は家

庭生活の充実  
一の年の 7月から 9月までの期間に
３日の範囲内  

ボランティア

休暇 
職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社

会へ貢献する場合 
一の年において５日の範囲内 

特
別
休
暇
（
主
な
も
の
） 
リフレッシュ

休暇 
勤続 20年及び 30年に達した節目としてリ
フレッシュ及び健康の保持増進を図る場合

３日の範囲内  

介護休暇 配偶者、父母、子、配偶者の父母その他の

者で負傷、疾病又は老齢により２週間以上

にわたり日常生活を営むのに支障があるも

のの介護をする場合 

連続する 6月の期間内で必要と認め
られる期間 

 ⑵育児休暇制度 

種類 事由 期間 
育児休業 子が３歳に達する日までのうち職員が希望する期間 
部分休業 

３歳に満たない子

を養育する職員 １日を通じて４時間を超えない範囲内で、職員の託児の態

様、通勤の状況等から必要とされる時間  

 

 

 

 



職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴ 分限処分者数（平成１８年度） 

内 容 降 任 免 職 休 職 降 給 
処分者数 ― ― １５人 ― 

 ⑵ 懲戒処分者数（平成１８年度） 

内 容 戒 告 減 給 停 職 免 職 
処分者数 ― ― ― ― 

 

職員の服務の状況 

内 容 件数 
会社の役員等の地位を兼ねる場合 ０ 
自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０ 
報酬を得て事業又は事務に従事することの許可 １８ 

計 １８ 
 

職員の研修の状況 

研修内容等 受講者数 
派遣研修（自治大学校等への派遣による研修） ８ 
福岡県市町村職員研修所研修 延１０３ 
専門研修（各課の業務遂行に伴う専門的な研修） 延１２７ 
特別研修（業務遂行上必要な資格取得のための研修） ４ 
一般研修（新規採用等階層別に行う市独自の研修） ２８１ 
人権・同和研修 ２７８ 

 

職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 職員の定期健康診断の状況（平成１８年度） 

区分 実施日 受診者数 
健康診断 平成１８年８月２８日～平成１８年９月２９日 ７５９ 

 

 

 

 

 

 

 



⑵ 公務災害の発生状況 

区   分 災害件数 
職務遂行中の負傷 ２ 
出張中の負傷 ０ 
レクリエーション参加中の負傷 ０ 

公務災害 

その他の行為中の負傷 ０ 
通勤災害 ０ 

 

⑶ 公平委員会からの勧告に基づく勤務条件等の是正措置 

区分 件数 内容 
勤務条件 ０ ― 
不利益処分 ０ ― 
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